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１．はじめに
　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
（障害者差別解消法）が平成28年4月１日から施行
された．我が国における障害者施策は，平成12年の
社会福祉基礎構造改革により，これまでの措置制度
から契約制度の導入に伴い，消費者として福祉サー
ビスを消費するという普遍的なサービスへと大きく
転換した．また，デンマークの社会運動家であるバ
ンクミケルセンは「ノーマリゼーション」を提唱し，
障害の有無にかかわらず当たり前の生活を送ること
を訴えた．知的障害者が地域で生活することが当た
り前になってきているが，地域で生活することだけ
がゴールなのであろうか．内閣府の平成25年度障害
者白書1）によると，配偶者がいる知的障害者は2.3%
と身体障害者の60.2% や精神障害者の34.6% と比較
すると大幅に少ないことが分かる．また，そのため
か，知的障害者の結婚や子育てについての研究は決
して多くないのが現状である．
　平成23年の厚生労働省の調査2）によると，療育手
帳を有する同居者がいる障害者959人の内，「夫婦で
暮らしている」と回答は，5.1% の49人であった．
また，「子と暮らしている」は，4.3% の41人となっ
ている．また，同省が平成17年に行った調査3）では，
「配偶者がいる」知的障害者は，2.3% の48人となっ
ている．内閣府が実施した平成25年度障害者白書1）
によると，在宅で生活する18歳以上の知的障害者が
29万人としている．そのうちの5.1% が結婚してい
ると仮定すると，約14,790人が結婚していることが
推定される．しかしながら，どのような生活が行わ
れているのかは不明である．また，子育て世代の数
や子育ての困難さ等も明らかになっていないのが現
状である．
　本研究では，知的障害者の結婚及び子育てに関す
知的障害者の結婚と子育ての困難さに関する
家族への支援体制の文献的検討
杉本明生＊1　末光茂＊2
る困難さを感じているのかを先行研究からその実態
を明らかにするとともに，今後の研究に反映してい
くための基礎調査とすることを目的とした．
２．方法
　文献検索サイト「CiNii Articles」及び「医中誌
Web」を利用し国内における先行文献の論文検索
を行った．「CiNii Articles」では， 平成29年8月26日
に「論文検索」機能を利用し，検索を行った．「医
中誌web」では， 平成29年11月7日に，「すべて検索」
機能を利用した．今回は，「絞り込み条件」は利用
しなかった．文献を検索する際に用いた用語は，「知
的障害者」と「結婚」，および「知的障害者」と「子
育て」で行った．今回は，同じ条件で検索するため
に同じ用語を用いた．
３．結果
　「CiNii Articles」での論文検索の結果は，「知的
障害者」と「結婚」では14件中14件が，「知的障害者」
と「子育て」で7件中3件が本研究に関連する内容で
あった．また，「医中誌web」でも同様の検索を行い，
前者で8件中3件が，後者で47件中8件が本研究に関
連する内容であった．
４．先行研究における知的障害者の結婚の課題
４. １　経済的自立
　知的障害者の結婚生活において，多くの課題があ
ると考える．井上と郷間4）の調査によると，結婚生
活での援助の希望の割合は，「経済面」と「家事」
が5人，「身の回りの世話」と「仕事の世話」が3人，「お
金の管理」と「相談できる人」が2人，「援助不要」
が4人であった．経済的支援では，「障害者のしおり
－平成29年版－」5）（p.20）によると，障害基礎年
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金の場合，1級で974,125円，2級で779,300円となっ
ている．この額が２か月に1度，指定される口座に
振り込まれることになる．この額を月額に換算する
と，1級で81,171円，2級で64,941円となる．この額
でアパート生活は困難であり，結婚生活が想定され
る障害基礎年金2級相当の人でも夫婦合わせても生
活が困窮する状況がうかがえる．そのため，働く必
要性が高まるが，療育手帳所持者の平均収入は，厚
生労働省の調査2）によると月平均の収入は「6万円
以上～9万円未満」が最も多く38.2% となっている．
そのため，多くの知的障害者の生活は経済的に安定
しているとは考えにくい．障害基礎年金と合わせて
もぎりぎりの生活となり知的障害者の生活は，経済
的に安定しているとは必ずしも言えないのが現状で
ある．
　また，緒方6）は，①住まいの場，②食事，③知的
障害者の老齢化，④妊娠，出産，育児を誰が支える
のかと指摘している．住まいの場については，経済
的な状況からアパート生活は困難と考えられ，グ
ループホーム等での生活が想定されるのではないだ
ろうか．この住まいの場の決定について，緒方も触
れておらず，その他の文献においてもその決定プロ
セスについて触れているものはなかった．経済的な
自立が困難な場合，結婚生活を２人で送るための生
活の拠点は，生活保護制度の「住宅扶助」の活用や
低額なアパートの確保がなくてはならないのではな
いだろうか．
４. ２　食事
　食事の課題は住まいの場により課題が変わってく
る．グループホームで生活する場合，多くの場合，
朝食と夕食は世話人が食材の買い出しや調理，盛り
付け，食器の片づけ等は支援者により提供され，
サービスの一環として享受することができる．結婚
生活を送る場として，布川と加瀬7）によると，生活
形態としては，アパート・マンションが多いと指摘
している．世話人等がサービスを提供してくれる住
まいの場と，アパートやマンション等の独立した住
まいとでは，それぞれ課題が異なることが考えられ
る．アパートやマンションに住む場合，家事等の必
要性が高まる．布川と加瀬7）は，生活支援10領域の
下位項目について，支援者側が課題とする「家事援
助・見守り」について，ヘルパーに置き換えること
ができると指摘している．また，井上と郷間8）は，
「料理洗濯など家事のわからないところを教えてほ
しい」とする知的障害者が36％いると指摘しており，
家事全般を自分でしたいという意欲がみられた．こ
の２つの調査は，前者が生活支援ワーカー，後者が
知的障害者を調査対象としているため，両極的な側
面も見られる．知的障害者当事者の声に沿って対応
するとするならば，ヘルパーに置き換えるのではな
く，ヘルパー等の支援者が知的障害者のできるとこ
ろを見守り，できないところを「教える」等の自立
生活技術を伝えるための「サポート役」として支援
を提供することが必要と考えられる．そのため，支
援者側は積極的な支援ではなく，「待つ」「見守る」
の非積極的な支援，つまりエンパワメントを主眼に
おいた支援を行うことが重要であると考えられる．
５．知的障害者の子育て支援の課題
　寺川ら8）の母子保健を担当する保健師に対する調
査によると，療育手帳を「取得している」母親は44
名の25.4%，「取得なし」105名の60.7%，「不明」は
24名の13.9％であった．これらの母親の育児能力は，
「子どもの食事を作る」ことが「かなり困難」の項
目に療育手帳「取得あり」20人，「取得なし」が26人，
同じく「子どもの安全・健康に注意する」ことが「か
なり困難」の項目に療育手帳「取得あり」が19人，「取
得なし」が27人と回答しており，療育手帳「取得な
し」の母親と比べて「取得あり」の母親が残差分析
で有位に多いという結果が出ている．その上で，知
的障害者のある母親は，生活全般及び育児上でさま
ざまな困難に直面しているが，療育手帳を取得して
いる場合には，生活基盤そのものの支援を一層必要
としていると考えられると指摘している．また，知
的障害のある母親の「子育て支援」ということに焦
点化した社会的サービスの充実が今後望まれるとし
ている．
　秦9）は知的障害者の子育て支援について，適切な
援助は，子育ての経験のある職員でないと難しいと
し，S 職員の善意の親身になった援助によって知的
障害者の地域生活が成りたっていると個人の努力に
依存した支援について指摘している．そのためか，
布川と加瀬10）は，「親としての自覚の意識付け」つ
まり「親性」をどのように育てることができるのか
が課題として指摘している．特に出産後の育児は繊
細になる時期である．子どもが泣けば，お腹がすい
たのか，排泄なのか昼夜を問わず「育児」をするこ
とが求められる． また，てんかんを服薬でコント
ロールしている知的障害者の親の場合，本人自身の
睡眠を十分に確保しなければ，睡眠不足によるてん
かん発作を誘発してしまうと，矢野ら11）が指摘して
いる．このように知的障害者の子育てには，複雑で
多様な支援が必要と考えられる．木戸と林12）は，「知
的障害のある女性の育児支援については，その育児
の実態すら明らかにされていない」と指摘している．
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６．考察
　これまで述べてきたように，知的障害者の「結婚」
や「子育て」に関する研究は，主には支援者側の視
点での調査が多く存在しているが，知的障害者本人
の「語り」に注目した調査や量的な調査は少ない．
また，保健師や生活支援センターのワーカー等の支
援者の支援についての調査も存在するが，多職種連
携に視点をおいた調査も少ないのが現状であった．
矢野ら11）の指摘のようにてんかん発作がある知的障
害者の場合，服薬量の調整等，医療者との連携や日
常生活の支援及び子育て支援等の問題が複雑多様に
絡む中で，保健師や生活支援ワーカーだけでの支援
は困難である．寺川ら8）の指摘する「社会的サービ
ス」とは，今ある資源を社会福祉士等のサービス調
整を担う職種らにより，既存資源の調整とその活用
によるサービス体制の構築がそのひとつとして考え
られるのではないだろうか．複雑な課題をもつ家族
への支援は，相談支援事業者や母子担当の保健師，
子育て支援担当課等で見守り支援のネットワークを
構築し，その家族の課題を本人とともに共有するこ
とが重要であると考える．また，必要な時にいち早
く支援が届くようなネットワーク構築を行うこと
で，家族の中で子どもが育っていく環境づくりに貢
献することができるのではないだろうか．このこと
が，ネグレクトや身体的虐待などの子どものリスク
を回避するとともに，親が虐待を行うという「行為」
のリスクを減らすことができ，虐待の予防的支援に
つながると考える． 
７．まとめ
　今回，結婚と子育てを連続で検討することはテー
マとしては複雑化していると考える．しかしながら，
結婚と子育ては連続性があるとも考える．結婚後家
庭生活を安定的に送るための支援とともに，子ども
をもつかもたないかの選択の支援の必要性もあるの
ではないだろうか．社会福祉基礎構造改革により，
「自己選択」「自己決定」が尊重される社会となった．
このような状況の中で，知的障害者の地域生活が地
域で生活することがゴールでなく，地域で生活をす
ることを基盤に，結婚「する」，「しない」が知的障
害者と語らえる社会が到来することが真のノーマラ
イズされた社会と言えるのではないだろうか．そし
て，夫婦での語らいの中で子育てを考える中で，子
どもをもつか否かを考える機会を持つことや必要な
場合に支援者が支援できる世の中を目指していくこ
とが社会福祉に携わる支援者が今後，重要になって
くるのではないかと考える．
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